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はじめに 

 

本報告書は、独立行政法人通則法（以下、「通則法」）第三十五条の六第 1 項および第 3 項

の定めるところにより、国立研究開発法人土木研究所（以下、当研究所）が令和 7 年度に実

施した業務の実績について、主務大臣（国土交通大臣および農林水産大臣）に報告するもの

である。 

本報告書では、通則法第三十五条の五による「国立研究開発法人土木研究所の中長期目標

を達成するための計画」に示した項目に沿って、令和 7 年度に実施した業務の実績をまとめ

た。なお、一部の説明図表は、巻末資料として収録した。 

 


